






平成３０年度

(1)

重要な会計方針

① 会計基準

有価証券の評価基準

・ 満期保有目的の債券

・
上記以外の有価証券で市
場価額のあるもの

・
上記以外の有価証券で市場
価額のないもの

・ 有形固定資産

・ 無形固定資産

・
所有権移転ファイナンス・
リース取引

・
所有権移転外ファイナン
ス・リース取引

・ 徴収不能引当金

・ 賞与引当金

・ 退職給付引当金

⑤

・
た な 卸 資 産 の 評 価 基 準
及 び 評 価 方 法

・ 消費税等の会計処理

・
外 貨 建 資 産 ・ 負 債 等 の
本 邦 通 貨 へ の 換 算 基 準

(3) 重要な会計方針の変更等

・ 独）福祉医療機構

・
財）大阪民間社会福祉事業従
事者共済会

・ 法人全体の財務諸表

・ 事業区分別内訳表

・
社会福祉事業区分における
拠点区分別内訳表

・
公益事業区分における拠点
区分別内訳表

基本財産の種類 当期末残高

・ 土地 277,770,000

・ 建物 419,573,573

・ 定期預金 135,000,000

合　　計 832,343,573

社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会 注　記　事　項

継続事業の前提に関する注記 該当がないため記載省略

(2)

平成27年度より、社会福祉法人会計基準（平成23年７月27日付　児雇発0727第１号/社援発0727第１
号/老発0727第１号）を適用している。

②

償却原価法（重要性が乏しい場合は移動平均法に基づく取得原価法）

決算日の市場価格に基づく時価法

移動平均法に基づく取得原価法

③

固定資産の減価償却の方法

定額法

定額法

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を０円とする定額法を採用している。

④

引当金の計上基準

金銭債権の徴収不能に備えるため、一般債権については徴収不能実績率等により、徴収不
能懸念債権については個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

職員に対する賞与金の支給に備えるため、職員の給与等に関する規程に基づく翌期の賞与
支給見込額のうち、当事業年度負担額に相当する金額を計上している。

職員に対する退職給付金の支給に備えるため、財）大阪民間社会福祉事業従事者共済会から送付さ
れてくる期末要支給額に相当する金額を計上している。

リース取引の処理方法

なお、リース料総額が300万円以下や、リース期間が１年以内のフアイナンス・リース取引は、通常の賃
貸借処理によっている。
また、リース取引開始日が会計基準移行年度前の所有権移転外フアイナンス・リース取引で従来賃貸
借処理を行っていたものについては、当該リース契約が終了するまでの期間、引き続き賃貸借処理に
よっている。

⑥

その他の重要な会計方針

貯蔵品は、最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達価額）が簿価より
も下落した場合には時価評価額によっている。

税込処理

該当なし

該当がないため記載省略

(4)

法人で採用する退職給付制度

要拠出額である掛金額を費用処理【退職給付支出（費用）】している。

要拠出額である掛金額を資産計上【退職給付引当資産】している。

(5)

法人が作成する財務諸表等と拠点区
分、サービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりとなっている。

第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１様式

第１号の２様式、第２号の２様式、第３号の２様式

第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式

第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式

(6)

基本財産の増減の内容及び金額 基本財産の増減の内容及び金額（取得価額）は以下のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額

277,770,000 0 0

451,344,199 0 31,770,626

135,000,000 0 0

864,114,199 0 31,770,626



(7)

種類 担保権の種類 内容 期末残高

土地 抵当権 設備資金

建物 抵当権 設備資金

当期末残高

・ 建物 基本財産 419,573,573

・ 建物 その他財産 1

・ 構築物 その他財産 624,298

・ 車輌運搬具 その他財産 1,580,603

・ 器具備品 その他財産 7,314,982

・ 有形固定資産 その他財産 0

・ 有形リース資産 その他財産 0

・ ソフトウエア その他財産 647,190

・ 無形リース資産 その他財産 0

合計 429,740,647

(10)

種類 差額

外貨建債券 0

外貨建株式 0 0

円貨建債券 0

円貨建株式 0 0

外貨建MMF 0

合計 0

役員の兼務等 事実上の関係

該当なし

科目 摘要

事業未払金

(13)

(14)

基本財産 建物 12,271,354

0

0

12,271,354

会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定
による基本金又は国庫補助金等特別積
立金の取崩し

該当無し

(8) 担保に供されている資産の種類及び額

担保に供している資産 担保権によって担保されている債務

期末帳簿価額

0
0

0

(9)

固定資産の取得価額、減価償却累
計額及び当期末残高

固定資産の取得価額 減価償却累計額

74,513,105 67,198,123

0 0

1,062,832,989 643,259,416

500,000 499,999

835,926 211,628

22,769,511 21,188,908

0 0

826,200 179,010

0 0

1,162,277,731 732,537,084

債権額、徴収不能引当金の当期末残
高、債権の当期末残高

貸借対照表において間接法で表示しているため記載省略

(11)
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿
価額、時価及び評価損益

これらの時価については、株式は取引所の価額、債券は取引所の価額又は取引金融機関か
ら提示された価額によっている。

満期保有目的の債券に対する種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりである。

貸借対照表計上額 時価

0 0

0

135,000,000 135,000,000

0

0 0

135,000,000 135,000,000

(12)

関連当事者との取引の内容

種類
法人等の名称
法人等の所在地

資産総額 事業の内容
議決権の
所有割合

関係内容

役員及び
その近親

者
0

取引の内容 年間取引金額 期末残高

0 0

重要な偶発債務 該当無し

重要な後発事象 該当無し

(15)

その他社会福祉法人の資金収支及
び純資産増減の状況並びに資産、
負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項

会計基準移行に伴う過年度修正額の内訳

国庫補助金等特別積立金の取崩過大調整額

合計
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